
第５３号議案 

   足立区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

  平成２５年２月２１日 

            提出者 足立区長  近 藤 弥 生 

 

   足立区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

 足立区職員の退職手当に関する条例（昭和５０年足立区条例第１５

号）の一部を次のように改正する。 

 第５条第１項第１号中「１００分の１００」を「１００分の５０」に

改め、同項第２号中「１００分の１３５」を「１００分の１１５」に改

め、同項第３号中「１００分の１５０」を「１００分の１５５」に改め、

同項第４号中「１００分の１６５」を「１００分の２１０」に改め、同

項第５号中「１００分の１８０」を「１００分の１４０」に改め、同項

第６号中「１００分の１６５」を「１００分の１０５」に改め、同条第

２項中「５０」を「４１．２５」に改める。 

 第７条第１項第１号中「１００分の１４０」を「１００分の８５」に

改め、同項第２号中「１００分の１９０」を「１００分の１６５」に改

め、同項第３号中「３０年以下」を「２５年以下」に、「１００分の２

００」を「１００分の１７５」に改め、同項第４号中「３１年以上３３

年以下」を「２６年以上３４年以下」に、「１００分の１５０」を「１

００分の１６０」に改め、同項第５号中「３４年以上」を「３５年以上」

に、「１００分の６０」を「１００分の９０」に改め、同条第２項中「５

９．２」を「４９．５５」に改める。 

 第１２条の３第１項及び第２項を次のように改める。 

  退職した者に対する退職手当の調整額は、その者の評価期間の初日の

属する年度からその者の評価期間の末日の属する年度までの各年度ごと

に当該各年度にその者が属していた次の各号に掲げる職員の区分に応じ



当該各号に定める点数（以下「ポイント」という。）を合計した点数に、

第６項に定める退職手当の調整額の単価を乗じて得た額とする。 

 （１） 第１号区分 ３６０ 

 （２） 第２号区分 ３００ 

 （３） 第３号区分 ２４０ 

 （４） 第４号区分 １８５ 

 （５） 第５号区分 １６５ 

 （６） 第６号区分 １５０ 

 （７） 第７号区分 １３０ 

 （８） 第８号区分 零 

２ 前項の場合において、当該退職した者に休職月等がある場合及び規則

で定める事由がある場合は、ポイントについて、規則で定めるところに

より必要な調整を行う。 

 第１２条の３第３項中「前項各号」を「第１項各号」に改める。 

 第１３条第４項中「（当該育児休業に係る子が１歳に達した日の属す

る月までの期間に限る。）」を削る。 

 付則に次の５項を加える。 

 （平成２５年４月１日以後に退職する者に支給する退職手当の調整額

に係る経過措置） 

１３ 退職した者が足立区職員の退職手当に関する条例の一部を改正す

る条例（平成２５年足立区条例第  号）による改正前の第１２条の

３第１項及び第２項の規定により付与したポイント（平成２５年４月

１日以後に都職員等から引き続き新たに職員となつた者にあつては、

規則で定めるところにより付与したものを含む。以下「確定ポイント」

という。）を有する場合であつて、確定ポイントに第１２条の３第６

項に定める退職手当の調整額の単価（以下「単価」という。）を乗じ

て得た額（以下「旧調整額」という。）が同条第１項の規定により計

算した退職手当の調整額（次項の規定に該当する者にあつては、同項



に規定するポイントにより計算した額）を超えるときは、第１２条の

３第１項及び次項の規定にかかわらず、旧調整額をその者の退職手当

の調整額とする。 

１４ 第１２条の３の規定の適用を受ける者で、平成２５年４月１日か

ら平成２７年３月３１日までの間に退職したもののポイントについて

は、同条第１項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる退職の日が属

する期間に応じ当該各号に定める点数をその者のポイントとする。 

 （１） 平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの間 次

に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める点数 

    ア 第１号区分 ２８０ 

    イ 第２号区分 ２２６．７ 

    ウ 第３号区分 １７３．４ 

    エ 第４号区分 １２１．７ 

    オ 第５号区分 １０１．７ 

    カ 第６号区分 ９０ 

    キ 第７号区分 ７６．７ 

    ク 第８号区分 零 

 （２） 平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの間 次

に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める点数 

    ア 第１号区分 ３２０ 

    イ 第２号区分 ２６３．４ 

    ウ 第３号区分 ２０６．７ 

    エ 第４号区分 １５３．４ 

    オ 第５号区分 １３３．４ 

    カ 第６号区分 １２０ 

    キ 第７号区分 １０３．４ 

    ク 第８号区分 零 

１５ 前２項の規定は、付則第９項及び第１０項の規定に該当する者に



対して支給する退職手当の調整額の計算について準用する。 

１６ 平成２５年４月１日以後に退職（第５条第１項の規定に該当する

場合を除く。）する者がその者の評価期間のうち平成１９年度以前に

おいて足立区職員の給与に関する条例第５条第１項第１号に規定する

行政職給料表（二）（以下「行政職給料表（二）」という。）の適用

を受け、かつ、第１２条の３第１項第８号に掲げる区分に該当する期

間（以下「対象期間」という。）を有する場合は、対象期間１年度に

つき、次の各号に掲げる退職の日が属する期間に応じ当該各号に定め

る点数（当該対象期間中に第１２条の３第４項に規定する休職月等が

ある場合及び規則で定める事由がある場合にあつては、規則で定める

ところにより必要な調整を行つた点数）をそれぞれ合計した数に単価

を乗じて得た額をその者の退職手当の調整額に加算する。 

 （１） 平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの間 ２

０ 

 （２） 平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの間 ４

０ 

 （３） 平成２７年４月１日以後の期間 ６０ 

１７ 前項の場合において、その者が対象期間中に行政職給料表（二）

の職務の級が２級（平成１７年３月３１日以前の期間にあつては、３

級）以上であつた期間（その者が都職員等として引き続いた在職期間

を有する場合にあつては、当該期間においてその者がこれらに相当す

る職務の級以上であつた期間）を有するときは、対象期間１年度につ

き、次の各号に掲げる退職の日が属する期間に応じ当該各号に定める

点数（当該対象期間中に第１２条の３第４項に規定する休職月等があ

る場合及び規則で定める事由がある場合にあつては、規則で定めると

ころにより必要な調整を行つた点数）をそれぞれ合計した数に単価を

乗じて得た額を前項の規定により退職手当の調整額に加算する額に加

算する。 



 （１） 平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの間 ６

．７ 

 （２） 平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの間 １

３．４ 

 （３） 平成２７年４月１日以後の期間 ２０ 

   付 則  

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

 （退職手当の基本額に係る経過措置） 

２ この条例による改正後の足立区職員の退職手当に関する条例（以下

「改正後の条例」という。）第５条第１項の規定に該当する者のうち、

この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から平成２７年３月

３１日までの間（以下「経過措置期間」という。）に退職したものに

対して支給する退職手当の基本額（改正後の条例第４条の３に規定す

る退職手当の基本額をいう。以下同じ。）については、改正後の条例

第５条第１項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる退職の日が属す

る期間に応じ当該各号に定める額をもって、その者に支給する退職手

当の基本額とする。 

 （１） 施行日から平成２６年３月３１日までの間 退職日給料月額

（改正後の条例第５条第１項に規定する退職日給料月額をい

う。以下同じ。）に、その者の勤続期間に応じて付則別表第１

の支給率の欄に定める数を乗じて得た額 

 （２） 平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの間 退

職日給料月額に、その者の勤続期間に応じて付則別表第２の支

給率の欄に定める数を乗じて得た額 

３ 改正後の条例第７条第１項及び第８条第１項の規定に該当する者の

うち、経過措置期間に退職したものに対して支給する退職手当の基本

額については、これらの規定にかかわらず、次の各号に掲げる退職の



日が属する期間に応じ当該各号に定める額をもって、その者に支給す

る退職手当の基本額とする。 

 （１） 施行日から平成２６年３月３１日までの間 退職日給料月額

（改正後の条例第９条の２に規定する者にあっては、同条の規

定により計算した額。以下「最終給料月額」という。）に、そ

の者の勤続期間に応じて付則別表第３の支給率の欄に定める数

を乗じて得た額 

 （２） 平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの間 最

終給料月額に、その者の勤続期間に応じて付則別表第４の支給

率の欄に定める数を乗じて得た額 

４ 前２項の規定は、改正後の条例第９条の３第１項、第１０条、第１

２条の２、第２３条第４項並びに付則第９項、第１０項及び第１１項

の規定に該当する者に対して支給する退職手当の基本額の計算につい

て準用する。 

付則別表第１（付則第２項関係） 

勤続期間 支給率 

１年 ０．８３ 

２年 １．６６ 

３年 ２．５０ 

４年 ３．３３ 

５年 ４．１６ 

６年 ５．００ 

７年 ５．８３ 

８年 ６．６６ 

９年 ７．５０ 

１０年 ８．３３ 

１１年 ９．６１ 

１２年 １０．９０ 

１３年 １２．１８ 

１４年 １３．４６ 

１５年 １４．７５ 
  



１６年 １６．２６ 

１７年 １７．７８ 

１８年 １９．３０ 

１９年 ２０．８１ 

２０年 ２２．３３ 

２１年 ２４．１３ 

２２年 ２５．９３ 

２３年 ２７．７３ 

２４年 ２９．５３ 

２５年 ３１．３３ 

２６年 ３３．００ 

２７年 ３４．６６ 

２８年 ３６．３３ 

２９年 ３８．００ 

３０年 ３９．６６ 

３１年 ４１．１１ 

３２年 ４２．５６ 

３３年 ４４．０１ 

３４年 ４５．４６ 

３５年 ４６．９１ 

３６年以上 ４７．０８ 

付則別表第２（付則第２項関係） 

勤続期間 支給率 

１年 ０．６６ 

２年 １．３３ 

３年 ２．００ 

４年 ２．６６ 

５年 ３．３３ 

６年 ４．００ 

７年 ４．６６ 

８年 ５．３３ 

９年 ６．００ 

１０年 ６．６６ 

１１年 ７．８８ 
  



１２年 ９．１０ 

１３年 １０．３１ 

１４年 １１．５３ 

１５年 １２．７５ 

１６年 １４．２８ 

１７年 １５．８１ 

１８年 １７．３５ 

１９年 １８．８８ 

２０年 ２０．４１ 

２１年 ２２．３６ 

２２年 ２４．３１ 

２３年 ２６．２６ 

２４年 ２８．２１ 

２５年 ３０．１６ 

２６年 ３１．７０ 

２７年 ３３．２３ 

２８年 ３４．７６ 

２９年 ３６．３０ 

３０年 ３７．８３ 

３１年 ３９．０８ 

３２年 ４０．３３ 

３３年 ４１．５８ 

３４年 ４２．８３ 

３５年 ４４．０８ 

３６年以上 ４４．１６ 

付則別表第３（付則第３項関係） 

勤続期間 支給率 

１年 １．２１ 

２年 ２．４３ 

３年 ３．６５ 

４年 ４．８６ 

５年 ６．０８ 

６年 ７．３０ 

７年 ８．５１ 
  



８年 ９．７３ 

９年 １０．９５ 

１０年 １２．１６ 

１１年 １３．９８ 

１２年 １５．８０ 

１３年 １７．６１ 

１４年 １９．４３ 

１５年 ２１．２５ 

１６年 ２３．１６ 

１７年 ２５．０８ 

１８年 ２７．００ 

１９年 ２８．９１ 

２０年 ３０．８３ 

２１年 ３２．７５ 

２２年 ３４．６６ 

２３年 ３６．５８ 

２４年 ３８．５０ 

２５年 ４０．４１ 

２６年 ４２．２８ 

２７年 ４４．１５ 

２８年 ４６．０１ 

２９年 ４７．８８ 

３０年 ４９．７５ 

３１年 ５１．２８ 

３２年 ５２．８１ 

３３年 ５４．３５ 

３４年 ５５．２８ 

３５年以上 ５５．９８ 

付則別表第４（付則第３項関係） 

勤続期間 支給率 

１年 １．０３ 

２年 ２．０６ 

３年 ３．１０ 

４年 ４．１３ 
  



５年 ５．１６ 

６年 ６．２０ 

７年 ７．２３ 

８年 ８．２６ 

９年 ９．３０ 

１０年 １０．３３ 

１１年 １２．０６ 

１２年 １３．８０ 

１３年 １５．５３ 

１４年 １７．２６ 

１５年 １９．００ 

１６年 ２０．８３ 

１７年 ２２．６６ 

１８年 ２４．５０ 

１９年 ２６．３３ 

２０年 ２８．１６ 

２１年 ３０．００ 

２２年 ３１．８３ 

２３年 ３３．６６ 

２４年 ３５．５０ 

２５年 ３７．３３ 

２６年 ３９．０６ 

２７年 ４０．８０ 

２８年 ４２．５３ 

２９年 ４４．２６ 

３０年 ４６．００ 

３１年 ４７．５６ 

３２年 ４９．１３ 

３３年 ５０．７０ 

３４年 ５１．９６ 

３５年以上 ５２．７６ 

                      

 （提案理由） 

 退職手当の支給率等を改定する必要があるので、この条例案を提出い



たします。 


